
寄附受納について（報告）
このたび、経済局が実施する次世代イノベーション人材の育成に対し、地方創生応援税制

（企業版ふるさと納税）を活用した寄附を、次のとおり受納しましたので報告します。

金額受納年月日寄附物件寄附者

企業の希望により
個別の金額は非公表

令和７年７月８日金員一般社団法人 彩１

令和７年９月25日金員株式会社DYM２

令和７年９月26日金員税理士法人チェスター３

令和７年10月15日金員株式会社経営サポートプラスアルファ４

1,000,000円令和７年11月27日金員株式会社OMNIA５

企業の希望により
個別の金額は非公表

令和７年12月23日金員かっこ株式会社６

令和７年12月26日金員司法書士法人ビスポーク７

令和８年１月13日金員株式会社NetExplorer８

令和８年１月26日金員株式会社アンカーメディック９
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金額受納年月日寄附物件寄附者

企業の希望により
個別の金額は非公表

令和８年１月30日金員株式会社マスドライバー10

令和８年２月13日金員株式会社求人ジャーナル11

令和８年２月25日金員東急不動産株式会社12

令和８年２月26日金員富士コンサルタンツ株式会社13

令和８年２月26日金員一般社団法人日本中小企業金融サポート機構14

令和８年３月18日金員富士フイルムビジネスイノベーション株式会社15

令和８年３月19日金員アンカーテクノロジーズ株式会社16

9,300,000円合計寄附金額

【参考】
１ 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税）

企業が寄附を通じて、地方公共団体が行う地方創生に資する取組を応援した際に、税制上の優遇措置が受けられる仕組み。

２ 寄附対象事業「次世代イノベーション人材の育成」
(1) イノベーション創出を目的としたイベントの開催

企業・スタートアップ・大学等のイノベーター・クリエイターが集い、最先端技術や実証実験中のアイデア・ソリュー
ションを出展・発表するイベントや、スタートアップと事業会社・VC等とのビジネスマッチングイベントを開催。

(2) 次世代起業人材育成拠点「YOXO BOX（よくぞボックス）」の運営
新たな視点で地域・生活等に関する課題解決を目指す起業家や、起業に関心を持つ中高生等の若年層など、将来の地域

経済を担うことが期待される人材の育成・支援に取り組む次世代起業人材育成拠点を運営。
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